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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から観察側へ順に、正の屈折力の第１レンズ、負の屈折力の第２レンズ、正の屈
折力の第３レンズより構成される接眼レンズであって、
　前記第１レンズの物体側のレンズ面Ｒ１ａは物体側に凸形状であり、前記第２レンズの
観察側のレンズ面Ｒ２ｂは観察側に凹形状であり、
　前記接眼レンズの焦点距離をｆ、前記レンズ面Ｒ１ａの焦点距離をｆ１１、前記レンズ
面Ｒ２ｂの焦点距離をｆ２２、前記レンズ面Ｒ１ａの曲率半径をｒ１ａ、前記レンズ面Ｒ
２ｂの曲率半径をｒ２ｂとするとき、
　０．６５＜ｆ１１／ｆ＜１．００
　－０．７５＜ｆ２２／ｆ＜－０．３０
　－１００．００＜（ｒ２ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ２ｂ－ｒ１ａ）＜－９．２７
なる条件式を満たすことを特徴とする接眼レンズ。
【請求項２】
　前記レンズ面Ｒ１ａは非球面形状であり、前記レンズ面Ｒ１ａの有効径をＤＲ１１、前
記レンズ面Ｒ１ａのレンズ面頂点から有効径の位置までの光軸方向の長さをＬｐとすると
き、
　０．１８＜Ｌｐ／ＤＲ１１＜０．２５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載の接眼レンズ。
【請求項３】
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　物体側から観察側へ順に、正の屈折力の第１レンズ、負の屈折力の第２レンズ、正の屈
折力の第３レンズより構成される接眼レンズであって、
　前記第１レンズの物体側のレンズ面Ｒ１ａは物体側に凸形状の非球面であり、前記第２
レンズの観察側のレンズ面Ｒ２ｂは観察側に凹形状であり、
　前記接眼レンズの焦点距離をｆ、前記レンズ面Ｒ１ａの焦点距離をｆ１１、前記レンズ
面Ｒ２ｂの焦点距離をｆ２２、前記レンズ面Ｒ１ａの曲率半径をｒ１ａ、前記レンズ面Ｒ
２ｂの曲率半径をｒ２ｂ、前記レンズ面Ｒ１ａの有効径をＤＲ１１、前記レンズ面Ｒ１ａ
のレンズ面頂点から有効径の位置までの光軸方向の長さをＬｐとするとき、
　０．６５＜ｆ１１／ｆ＜１．００
　－０．７５＜ｆ２２／ｆ＜－０．３０
　－１００．００＜（ｒ２ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ２ｂ－ｒ１ａ）＜－５．００
　０．１８＜Ｌｐ／ＤＲ１１＜０．２５
なる条件式を満たすことを特徴とする接眼レンズ。
【請求項４】
　前記レンズ面Ｒ１ａ及び前記レンズ面Ｒ２ｂは非球面形状であり、前記レンズ面Ｒ１ａ
の有効径をＤＲ１１、前記レンズ面Ｒ１ａのレンズ面頂点から有効径の位置までの光軸方
向の長さをＬｐ、前記レンズ面Ｒ２ｂの有効径をＤＲ２２、前記レンズ面Ｒ２ｂのレンズ
面頂点から有効径の位置までの光軸方向の長さをＬｎとするとき、
　０．８０＜（Ｌｐ／ＤＲ１１）／（Ｌｎ／ＤＲ２２）＜１．１０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の接眼レン
ズ。
【請求項５】
　前記第１レンズの観察側のレンズ面の曲率半径をｒ１ｂとするとき、
　０．３０＜（ｒ１ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ１ｂ－ｒ１ａ）＜１．５０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の接眼レン
ズ。
【請求項６】
　視度調整に際して、前記第１レンズ、前記第２レンズ、及び前記第３レンズが一体的に
移動することを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の接眼レンズ。
【請求項７】
　画像を表示する画像表示素子と、該画像表示素子の画像表示面に表示される画像を観察
するために用いられる請求項１乃至６のいずれか１項に記載の接眼レンズとを有すること
を特徴とする観察装置。
【請求項８】
　前記画像表示面の対角長の半値をＨとするとき、
　０．１５＜Ｈ／ｆ＜０．３０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項７に記載の観察装置。
【請求項９】
　視度が０ディオプターのときの前記画像表示面から前記レンズ面Ｒ１ａまでの空気換算
距離をＬとするとき、
　０．７０＜Ｌ／ｆ＜０．８０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項７または８に記載の観察装置。
【請求項１０】
　撮像素子と、該撮像素子に形成された物体像を表示する画像表示素子と、該画像表示素
子の画像表示面に表示される画像を観察するために用いられる請求項１乃至６のいずれか
１項に記載の接眼レンズとを有することを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、接眼レンズ及びそれを有する観察装置に関し、例えばビデオカメラ、スチル
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カメラ、放送用カメラに用いられる電子ビューファインダーにおいて、画像表示素子に表
示される画像を観察するのに好適なものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ビデオカメラ、スチルカメラ等の撮像装置（カメラ）に用いられている電子ビュ
ーファインダーにおいては、液晶画面等に表示した画像を拡大観察する為に接眼レンズが
用いられている。電子ビューファインダーにおいて、画像表示面を見やすくするには、液
晶画面等の画像表示面を大きくする、または接眼レンズの観察倍率を高くする必要がある
。
【０００３】
　しかしながら、画像表示面が大きいとファインダーが大型化してくる。このため、全体
の小型化を図るためには接眼レンズの観察倍率を高くすることが好ましい。接眼レンズの
観察倍率を高くするには、接眼レンズの正の屈折力を強くする必要がある。このとき接眼
レンズを正の屈折力のレンズ（正レンズ）のみで構成すると、軸上色収差、倍率色収差が
多く発生し、これらの諸収差の補正が困難となる。
【０００４】
　このため、観察の際の高性能化を図るためには負の屈折力のレンズ（負レンズ）を用い
て色収差をはじめとした諸収差を補正する必要がある。従来、負レンズと正レンズを含む
、３つのレンズよりなる接眼レンズが知られている（特許文献１、２）。
【０００５】
　特許文献１は、画像表示面側から観察側（アイポイント側）へ順に、正レンズ、正レン
ズ、負レンズより構成され、画像表示面から第１レンズまでの間隔が長い接眼レンズを開
示している。また、特許文献２は、画像表示面側から観察側へ順に、正レンズ、負レンズ
、正レンズより構成され、拡大率が高く、全系が小型の接眼レンズを開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－６５２６５号公報
【特許文献２】特開２０１１－２２１０９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　一般に、接眼レンズの屈折力を強くすると画像表示面から接眼レンズの第１レンズまで
の間隔が短くなる。画像表示素子として、例えば反射型の液晶表示素子を用いる場合は、
画像表示面から第１レンズまでの間隔が一定以上必要となる。このため、画像表示面から
第１レンズまでの間隔が短いと、反射型の液晶表示素子を用いることが困難になる。
【０００８】
　このため、電子ビューファインダーに用いられる接眼レンズには、屈折力が強く、かつ
画像表示面から接眼レンズの第１レンズ面までの距離が長いことが要求される。屈折力が
強く、かつ画像表示面から第１レンズ面までの距離が長い接眼レンズを得るには、接眼レ
ンズを構成するレンズの数や、レンズ形状、レンズ面の屈折力等を適切に設定することが
重要になってくる。これらの構成が不適切であると高い観察倍率で画像表示面に表示され
る画像を良好に観察するのが困難になってくる。
【０００９】
　本発明は、画像表示面から第１レンズまでの長さが長く、しかも観察倍率が大きく、見
かけ視界が大きく、画像表示面に表示された像を良好に観測出来る接眼レンズ及びそれを
有する観察装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の接眼レンズは、物体側から観察側へ順に、正の屈折力の第１レンズ、負の屈折



(4) JP 6436661 B2 2018.12.12

10

20

30

40

50

力の第２レンズ、正の屈折力の第３レンズより構成される接眼レンズであって、前記第１
レンズの物体側のレンズ面Ｒ１ａは物体側に凸形状であり、前記第２レンズの観察側のレ
ンズ面Ｒ２ｂは観察側に凹形状であり、前記接眼レンズの焦点距離をｆ、前記レンズ面Ｒ
１ａの焦点距離をｆ１１、前記レンズ面Ｒ２ｂの焦点距離をｆ２２、前記レンズ面Ｒ１ａ
の曲率半径をｒ１ａ、前記レンズ面Ｒ２ｂの曲率半径をｒ２ｂとするとき、
　０．６５＜ｆ１１／ｆ＜１．００
　－０．７５＜ｆ２２／ｆ＜－０．３０
　－１００．００＜（ｒ２ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ２ｂ－ｒ１ａ）＜－９．２７
なる条件式を満たすことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、画像表示面から第１レンズまでの長さが長く、しかも観察倍率が大き
く、見かけ視界が大きく、画像表示面に表示された像を良好に観測出来る接眼レンズが得
られる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施例１に係る接眼レンズのレンズ断面図
【図２】本発明の実施例１に係る接眼レンズの各収差図
【図３】本発明の実施例２に係る接眼レンズのレンズ断面図
【図４】本発明の実施例２に係る接眼レンズの各収差図
【図５】本発明の実施例３に係る接眼レンズのレンズ断面図
【図６】本発明の実施例３に係る接眼レンズの各収差図
【図７】本発明の撮像装置の要部概略図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の接眼レンズは、画像表示面側から観察側へ順に、正の屈折力の第１レンズ、負
の屈折力の第２レンズ、正の屈折力の第３レンズより構成されている。
【００１４】
　図１（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は本発明の実施例１の接眼レンズの視度が－２．０ディオ
プター（基準状態）、８．０ディオプター、－１０．０ディオプターのときのレンズ断面
図である。図２は本発明の実施例１の接眼レンズの基準状態における収差図である。図３
（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は本発明の実施例２の接眼レンズの視度が－２．０ディオプター
（基準状態）、６．０ディオプター、－８．０ディオプターのときのレンズ断面図である
。図４は本発明の実施例２の接眼レンズの基準状態における収差図である。
【００１５】
　図５（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は本発明の実施例３の接眼レンズの視度が－２．０ディオ
プター（基準状態）、３．０ディオプター、－６．０ディオプターのときのレンズ断面図
である。図６は本発明の実施例３の接眼レンズの基準状態における収差図である。図７は
本発明の撮像装置の要部概略図である。
【００１６】
　各実施例の接眼レンズは、デジタルカメラやビデオカメラ等の撮像装置の電子ビューフ
ァインダーに用いることができる。レンズ断面図において左方は画像表示面側（物体側）
、右方は観察側（アイポイント側）である。レンズ断面図においてＬは接眼レンズである
。Ｃｏは液晶又は有機ＥＬ等よりなる画像表示素子である。Ｉは画像表示素子Ｃ０の画像
表示素子面である。接眼レンズＬは正の屈折力の第１レンズＧ１、負の屈折力の第２レン
ズＧ２、正の屈折力の第３レンズＧ３よりなっている。ＥＰは観察のためのアイポイント
（射出瞳）である。
【００１７】
　なお、画像表示面Ｉから第１レンズＧ１のレンズ面Ｒ１ａまでの間や接眼レンズＬとア
イポイントＥＰの間に、画像表示面やレンズを保護するプレート等を設けても良い。また



(5) JP 6436661 B2 2018.12.12

10

20

30

40

50

、アイポイントＥＰは画像表示面Ｉからの最周辺からの光線が観測者の瞳を通過する範囲
内であれば光軸方向に前後に移動しても良い。
【００１８】
　各収差図においてはファインダー視度が基準状態のときを示している。球面収差図にお
いて、実線のｄはｄ線（波長５８７．６ｎｍ）、二点鎖線のｇはｇ線（波長４３５．８ｎ
ｍ）を示す。非点収差図において実線のＳはｄ線のサジタル像面、点線のＭはｄ線のメリ
ディオナル像面を示す。倍率色収差はｇ線について示している。
【００１９】
　各実施例の接眼レンズＬは、画像表示面Ｉ側（物体側）から観察側（アイポイント側）
ＥＰに向かって順に、正の屈折力の第１レンズＧ１、負の屈折力の第２レンズＧ２、正の
屈折力の第３レンズＧ３より構成されている。
【００２０】
　各実施例の接眼レンズＬでは、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａに正
の屈折力を持たせ、接眼レンズＬ全系の画像表示面Ｉ側の主点位置を画像表示面Ｉ側によ
せて、画像表示面Ｉから第１レンズＧ１までの間隔を長くしている。また、これ以降の観
察側のレンズ面での光線高さ（光軸からの距離）を低くし、第１レンズＧ１の観察側のレ
ンズ面以降でのコマ収差の発生量を抑制している。
【００２１】
　更に、第２レンズＧ２の観察側のレンズ面Ｒ２ｂの曲率半径をレンズ面Ｒ１ａの曲率半
径に近い凹形状とすることでコマ収差の補正を良好に行っている。また、レンズ面Ｒ１ａ
とレンズ面Ｒ２ｂをそれぞれ非球面形状とすることで、レンズ周辺より発生する高次収差
を軽減している。
【００２２】
　次に、各実施例の接眼レンズＬでは、視度調整を第１レンズＧ１から第３レンズＧ３ま
での全てのレンズを一体的に（相対的な位置関係を変えずに）光軸方向に移動させて行な
い、これにより視度変化によるコマ収差の変動を軽減している。尚、視度調整は、必ずし
も３つのレンズを一体的に移動させる必要は無く、第１レンズＧ１から第３レンズＧ３ま
でのうちの１つ又は２つのレンズを移動させても良く、又は他のレンズとは異なる移動量
で移動させて行っても良い。
【００２３】
　各実施例の接眼レンズにおいて、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａは
画像表示面Ｉ側に凸形状であり、第２レンズＧ２の観察側のレンズ面Ｒ２ｂは観察側に凹
形状である。接眼レンズＬの焦点距離をｆ、レンズ面Ｒ１ａの焦点距離をｆ１１、レンズ
面Ｒ２ｂの焦点距離をｆ２２とする。このとき、
　０．６５＜ｆ１１／ｆ＜１．００　　　・・・（１）
　－０．７５＜ｆ２２／ｆ＜－０．３０　・・・（２）
なる条件式を満たしている。
【００２４】
　ここでレンズ面の焦点距離ｆｒはレンズ面の曲率半径をＲ、レンズ面の入射側と出射側
の媒質の屈折率を各々Ｎ、Ｎ’とするとき、
　ｆｒ＝Ｒ／（Ｎ’－Ｎ）
である。次に前述の各条件式の技術的意味について説明する。
【００２５】
　条件式（１）は接眼レンズ全系の焦点距離に対するレンズ面Ｒ１ａの焦点距離の比を規
定している。条件式（１）の上限値を超えると、反射型の画像表示素子Ｃｏを配する空間
が少なくなり、画像表示素子Ｃｏの配置が困難となり、使用可能な画像表示素子Ｃｏが限
定されてくる。逆に下限値を超えると、コマ収差、非点収差及び高次収差が増大してくる
。
【００２６】
　条件式（２）は接眼レンズ全系の焦点距離に対するレンズ面Ｒ２ｂの焦点距離の比を規
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定している。条件式（２）の上限値を超えると、コマ収差、非点収差及び高次収差が増大
してくる。逆に下限値を超えると、反射型の画像表示素子Ｃｏを配する空間が少なくなり
、画像表示素子の配置が困難となり、使用可能な画像表示素子Ｃｏが限定されてくる。更
に好ましくは条件式（１）、（２）の数値範囲を次の如く設定するのが良い。
　０．７５＜ｆ１１／ｆ＜０．９８　　　　　・・・（１ａ）
　－０．７４５＜ｆ２２／ｆ＜－０．４００　・・・（２ａ）
【００２７】
　以上の如く構成することにより、画像表示面Ｉから第１レンズＧ１までの間隔を長くし
ながら、拡大率および見かけ視界が大きく、画像表示面Ｉに表示された画像を良好に観測
出来る接眼レンズが得られる。各実施例において更に好ましくは次の条件式のうち１以上
を満足するのが良い。
【００２８】
　レンズ面Ｒ１ａは有効径がＤＲ１１で非球面形状であり、レンズ面Ｒ１ａのレンズ面頂
点からレンズ面Ｒ１ａの有効径の位置までの光軸方向の長さをＬｐとする。レンズ面Ｒ２
ｂは有効径がＤＲ２２で非球面形状であり、レンズ面Ｒ２ｂのレンズ面頂点からレンズ面
Ｒ２ｂの有効径の位置までの光軸方向の長さをＬｎとする。
【００２９】
　このとき、
　０．１８＜Ｌｐ／ＤＲ１１＜０．２５　　・・・（３）
　０．８０＜（Ｌｐ／ＤＲ１１）／（Ｌｎ／ＤＲ２２）＜１．１０　・・・（４）
なる条件式のうち１以上を満足するのが良い。次に前述した各条件式の技術的意味につい
て説明する。
【００３０】
　条件式（３）はレンズ面Ｒ１ａの有効径に対するレンズ面Ｒ１ａの曲率の深さを規定し
ている。条件式（３）の上限値を超えると、コマ収差、非点収差及び高次収差が増大して
くる。逆に下限値を超えると、反射型の画像表示素子Ｃｏを配する空間が少なくなり、画
像表示素子Ｃｏの配置が困難となり、使用可能な画像表示素子Ｃｏが限定されてくる。
【００３１】
　条件式（４）はレンズ面Ｒ１ａの有効径に対するレンズ面Ｒ１ａの曲率の深さの比とレ
ンズ面Ｒ２ｂの有効径に対するレンズ面Ｒ２ｂの曲率の深さの比を規定している。条件式
（４）の上限値又は下限値を超えると、コマ収差、非点収差及び高次収差が増大してくる
。条件式（４）の範囲内であれば、レンズ面Ｒ１ａとレンズ面Ｒ２ｂの各レンズ面で発生
するコマ収差が互いに打ち消し合い良好な光学性能を保持することができる。更に好まし
くは条件式（３）、（４）の数値範囲を次の如く設定するのが良い。
０．１９０＜Ｌｐ／ＤＲ１１＜０．２４５　　　　　　　　　　　・・・（３ａ）
０．８５＜（Ｌｐ／ＤＲ１１）／（Ｌｎ／ＤＲ２２）＜１．００　・・・（４ａ）
【００３２】
　以上のように、各実施例によれば、画像表示面Ｉと接眼レンズＬの小型化を図りつつ、
画像を大きく、且つ、画質を良好に観測することができる接眼レンズが得られる。
【００３３】
　また、次の条件式のうち、１以上を満足するのが良い。
－１００．００＜（ｒ２ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ２ｂ－ｒ１ａ）＜－５．００　・・・（５）
０．３０＜（ｒ１ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ１ｂ－ｒ１ａ）＜１．５０　・・・（６）
【００３４】
　このとき、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａの曲率半径（近軸の曲率
半径）をｒ１ａ、第１レンズＧ１の観察側のレンズ面の曲率半径（近軸の曲率半径）をｒ
１ｂ、第２レンズＧ２の観察側のレンズ面Ｒ２ｂの曲率半径（近軸の曲率半径）をｒ２ｂ
とする。
【００３５】
　条件式（５）は、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａと第２レンズＧ２
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の観察側のレンズ面Ｒ２ｂのシェープファクターを規定する条件式である。条件式（５）
を満足することにより、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａ及び第２レン
ズＧ２の観察側のレンズ面Ｒ２ｂで発生するコマ収差や非点収差、高次収差を効果的にキ
ャンセルさせることができる。
【００３６】
　条件式（５）の上限値を超えると、レンズ面Ｒ１ａの曲率半径とレンズ面Ｒ２ｂの曲率
半径の差が大きくなり過ぎて、コマ収差や非点収差、高次収差を十分に補正することが困
難になるため好ましくない。
【００３７】
　条件式（５）の下限値を超えると、レンズ面Ｒ１ａの曲率半径に対してレンズ面Ｒ２ｂ
の曲率半径が大きくなり過ぎて、コマ収差や非点収差、高次収差をキャンセルさせる効果
が小さくなるため好ましくない。
【００３８】
　条件式（６）は、第１レンズＧ１の画像表示面Ｉ側のレンズ面Ｒ１ａと第１レンズＧ１
の観察側のレンズ面のシェープファクターを規定する条件式である。条件式（６）の上限
値を超えると、画像表示面Ｉ側の主点位置が観察側へ移動し、反射型の画像表示素子Ｃｏ
を配する空間が少なくなり、画像表示素子の配置が困難となる。その結果、使用可能な画
像表示素子Ｃｏが限定されてしまうため、好ましくない。
【００３９】
　条件式（６）の下限値を超えると、コマ収差、非点収差及び高次収差が多く発生するた
め好ましくない。
【００４０】
　なお、好ましくは条件式（５）、（６）の数値範囲を以下のように設定するのがよい。
－５７．７０＜（ｒ２ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ２ｂ－ｒ１ａ）＜－９．２７　・・・（５ａ）
０．５９＜（ｒ１ｂ＋ｒ１ａ）／（ｒ１ｂ－ｒ１ａ）＜１．０７　・・・（６ａ）
【００４１】
　また各実施例の接眼レンズＬを、画像を表示する画像表示素子Ｃｏと、画像表示素子Ｃ
ｏの画像表示面Ｉに表示される画像を観察する観察装置に用いるときには次の条件式のう
ち１以上を満足するのが良い。画像表示面Ｉの対角長の半値をＨとする。視度が０ディオ
プターのときの画像表示面Ｉから第１レンズＧ１のレンズ面Ｒ１ａまでの空気換算距離を
Ｌとする。このとき、次の条件式のうち１以上を満足するのが良い。
０．１５＜Ｈ／ｆ＜０．３０　　・・・（７）
０．７０＜Ｌ／ｆ＜０．８０　　・・・（８）
【００４２】
　次に前述した各条件式の技術的意味について説明する。
【００４３】
　条件式（７）は接眼レンズＬ全系の焦点距離に対する画像表示素子Ｃｏの対角線長の比
を規定している。条件式（７）の上限値を超えると、反射型の画像表示素子Ｃｏを配する
空間が少なくなり画像表示素子Ｃｏの配置が困難となり、使用可能な画像表示素子Ｃｏが
限定されてくる。逆に下限値を超えると、接眼レンズＬの光学全長（第１レンズ面から最
終レンズ面までの長さ）が長くなってくる。
【００４４】
　条件式（８）は接眼レンズＬ全系の焦点距離に対する画像表示面Ｉから第１レンズＧ１
のレンズ面Ｒ１ａまでの間隔との比を規定している。条件式（８）の上限値を超えると、
コマ収差、非点収差が増大してくる。逆に下限値を超えると、反射型の画像表示素子Ｃｏ
を配する空間が少なくなり、画像表示素子Ｃｏの配置が困難となり、使用可能な画像表示
素子Ｃｏが限定されてくる。更に好ましくは条件式（７）、（８）の数値範囲を次の如く
設定するのが良い。
０．１６＜Ｈ／ｆ＜０．２８　　・・・（７ａ）
０．７２＜Ｌ／ｆ＜０．７８　　・・・（８ａ）
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【００４５】
　次に本発明の観察装置を有する撮像装置について説明する。
【００４６】
　本発明の撮像装置は、物体の画像を撮像する撮像素子と、撮像素子によって撮像された
物体の像を表示する画像表示素子と、画像表示素子の画像表示面に表示された画像を観察
するために用いられる観察装置を有する。
【００４７】
　次に本発明の撮像装置をビデオカメラを例にとり図７を用いて説明する。図７において
、１０はビデオカメラ本体（撮像装置本体）、１１は、不図示の撮像素子上に被写体像を
結ぶ撮影光学系（撮像光学系）、１２は集音マイクである。１３は本発明の接眼レンズに
よって不図示の画像表示素子に表示された被写体像を観察するための観察装置（電子ビュ
ーファインダー）である。画像表示素子は液晶パネル等によって構成され、撮影光学系１
１によって形成される物体像等が表示される。この様に本発明の観察装置をビデオカメラ
等の撮像装置に適用することにより、物体像を好適に観測することができる。
【００４８】
　以下に本発明の各実施例に対応する数値実施例を示す。数値実施例において、画像表示
面から観察側へ順に、ｒｉは第ｉ番目の面の近軸曲率半径を示し、ｄｉは第ｉ番目の面と
第ｉ＋１番目の面との間の軸上面間隔を示す。さらに、ｎｉは第ｉ番目の硝材のｄ線（波
長＝５７８．６ｎｍ）に対する屈折率を示し、νｉは第ｉ番目の硝材のｄ線に対するアッ
ベ数を示す。ｒ１は画像表示面、ｒ８はアイポイントＥＰを示す。
【００４９】
　なお、長さの単位は、特記の無い場合［ｍｍ］である。ただし、接眼光学系Ｌは、比例
拡大または比例縮小しても同等の光学性能が得られるので、単位は［ｍｍ］に限定される
ことなく、他の適当な単位を用いることが出来る。なお、各数値実施例において近軸曲率
半径の欄に非球面と書かれている面は次の式によって定義される非球面形状である。
ｘ＝（ｈ２／Ｒ）／［１＋［１－（１＋ｋ）（ｈ／Ｒ）２］１／２］＋Ａ４ｈ４＋Ａ６ｈ
６

　なお、ｘはレンズ面の頂点からの光軸方向の距離、ｈは光軸に対し垂直な方向の高さ、
Ｒはレンズ面の頂点での近軸の曲率半径、ｋは円錐定数、Ａ４、Ａ６はそれぞれ多項式係
数（非球面係数）である。非球面係数を示す表において、「ｅ－ｉ」は１０を底とする指
数表現、すなわち「１０－ｉ」を表している。又、前述の各条件式と数値実施例における
諸数との関係を表１に示す。
【００５０】
　［数値実施例１］
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1   （画像表示面） (可変)
 2*        10.477    8.39   1.49171    57.4
 3        -49.574   -0.00
 4         30.808    1.30   1.63400    23.9
 5*        10.085    4.10
 6*        26.604    4.73   1.49171    57.4
 7*       -27.532   (可変)
 8  (アイポイント)
非球面データ
第2面
 K =-1.85804e+000
第5面
 K =-8.27900e-001
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第6面
 K = 7.03727e-001
第7面
 K =-5.84921e+000  A 4=-1.21085e-005  A 6= 1.00489e-007
各種データ
視度[diopter] -2.0     +8.0    -10.0
焦点距離      22.10    22.10    22.10
d 1           15.70    20.46    11.01
d 7           19.40    14.64    24.09
【００５１】
　［数値実施例２］
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1   （画像表示面） (可変)
 2*        11.055    7.09   1.49171    57.4
 3        -91.313   -0.00
 4         30.065    2.60   1.63400    23.9
 5*         9.983    4.80
 6*        26.321    6.95   1.49171    57.4
 7*       -28.790   19.00
 8  (アイポイント)
非球面データ
第2面
 K =-1.75305e+000
第5面
 K =-9.09128e-001
第6面
 K =-7.46404e-001
第7面
 K = 8.51859e-001  A 4= 1.64082e-005  A 6= 3.05569e-008
各種データ
視度[diopter] -2.0     +6.0     -8.0
焦点距離      25.00    25.00    25.00
d 1           17.36    22.20    13.27
 
【００５２】
　［数値実施例３］
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1   （画像表示面） (可変)
 2*        12.593    5.47   1.49171    57.4
 3      -1030.662   -0.00
 4         29.335    4.04   1.63400    23.9
 5*        10.365    5.00
 6*        27.418   10.00   1.49171    57.4
 7*       -30.747   19.40
 8  (アイポイント)
非球面データ
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 K =-1.60310e+000
第5面
 K =-8.65443e-001
第6面
 K =-1.43041e+000
第7面
 K =-1.87051e+000  A 4=-5.88084e-006  A 6=-1.53534e-008
各種データ
視度[diopter] -2.0     +3.0     -6.0
焦点距離      30.00    30.00    30.00
d 1           20.66    25.14    16.90
【００５３】
【表１】

【符号の説明】
【００５４】
　Ｌ　接眼レンズ
　Ｇ１　第１レンズ
　Ｇ２　第２レンズ
　Ｇ３　第３レンズ
　Ｉ　画像表示面
　ＥＰ　アイポイント
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